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(57)【要約】
【課題】機器に対して選択的に電力を供給する電力供給
システムを提供
【解決手段】送電装置は、電力の供給対象となる受電装
置が所定の範囲内に存在するか否かを探索するための探
索波を発信し、受電装置は、探索波を受信すると、受電
装置を特定する特定情報を送信し、送電装置は、受信し
た特定情報に基づき特定情報に対応する受電装置が電力
の供給対象であるか否かを判断し、送電装置は、電力の
供給対象であると判断した受電装置に対して、電力を送
信するための電磁場に共振する共振周波数を示す周波数
情報を送信し、送電装置は、周波数情報に基づき自らが
有する共振器の共振周波数を切り換え、受電装置は、受
信した周波数情報に基づき自らが有する共振器の共振周
波数を切り換え、送電装置は、共振器を用いて電磁場を
生成し、受電装置は、共振器を用いて電磁場を生成する
。これにより、送電しようとする受電装置に電力を供給
することができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送電装置から受電装置に対して電力を供給する電力供給システムであって、
　前記送電装置は、
　電力の供給対象となる受電装置が所定の範囲内に存在するか否かを探索するための探索
波を発信する探索波発信手段、
　前記受電装置から当該受電装置を特定する特定情報を受信する特定情報受信手段、
　前記特定情報に基づき、当該特定情報に対応する受電装置が電力の供給対象であるか否
かを判断する供給対象判断手段、
　電力の供給対象であると判断した受電装置に対して、電力を送信するための電磁場に共
振する共振周波数を示す周波数情報を送信する周波数情報送信手段、
　共振器を有する送電側電磁場生成手段であって、前記共振器を用いて電磁場を生成する
送電側電磁場生成手段、
　前記周波数情報に基づき、前記共振器の共振周波数を切り換える送電側共振周波数切り
換え手段、
　を有し、
　前記受電装置は、
　前記探索波を受信する探索波受信手段、
　前記特定情報を送信する特定情報送信手段、
　前記周波数情報を受信する周波数情報受信手段、
　共振器を有する受電側電磁波生成手段であって、前記共振器を用いて電磁場を生成する
受電側電磁場生成手段、
　前記周波数情報に基づき、前記共振器の共振周波数を切り換える受電側共振周波数切り
換え手段、
　を有すること、
　を特徴とする電力供給システム。
【請求項２】
　請求項１に係る電力供給システムにおいて、
　前記送電装置は、さらに、
　共振器を有する試験電磁場生成手段であって、前記周波数情報が示す共振周波数に共振
する前記共振器を用いて試験電磁場を生成する試験電磁場生成手段、
　前記試験電磁場を生成するための出力に基づいて、前記試験電磁場に共振する対象が存
在するか否かを判断する共振対象判断手段、
　を有し、
　前記送電側電磁場生成手段は、さらに、
　前記試験電磁場に共振する対象が存在しない場合に、前記電磁場を生成すること、
　を特徴とする電力供給システム。
【請求項３】
　受電装置に対して電力を供給する送電装置であって、
　前記送電装置は、
　電力の供給対象となる受電装置が所定の範囲内に存在するか否かを探索するための探索
波を発信する探索波発信手段、
　前記受電装置から当該受電装置を特定する特定情報を受信する特定情報受信手段、
　前記特定情報に基づき、当該特定情報に対応する受電装置が電力の供給対象であるか否
かを判断する供給対象判断手段、
　電力の供給対象であると判断した受電装置に対して、電力を送信するための電磁場に共
振する共振周波数を示す周波数情報を送信する周波数情報送信手段、
　共振器を有する送電側電磁場生成手段であって、前記共振器を用いて電磁場を生成する
送電側電磁場生成手段、
　前記周波数情報に基づき、前記共振器の共振周波数を切り換える送電側共振周波数切り
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換え手段、
　を有すること、
　を特徴とする送電装置。
【請求項４】
　請求項３に係る送電装置において、さらに、
　共振器を有する試験電磁場生成手段であって、前記周波数情報が示す共振周波数に共振
する前記共振器を用いて試験電磁場を生成する試験電磁場生成手段、
　前記試験電磁場を生成するための出力に基づいて、前記試験電磁場に共振する対象が存
在するか否かを判断する共振対象判断手段、
　を有し、
　前記送電側電磁場生成手段は、さらに、
　前記試験電磁場に共振する対象が存在しない場合に、前記電磁場を生成すること、
　を特徴とする送電装置。
【請求項５】
　送電装置から電力に供給を受ける受電装置であって、
　前記受電装置は、
　電力の供給対象となる受電装置が所定の範囲内に存在するか否かを探索するための探索
波を受信する探索波受信手段、
　当該受電装置を特定する特定情報を送信する特定情報送信手段、
　前記送電装置が電力を送信するための電磁波である送電電磁波の周波数を示す周波数情
報を受信する周波数情報受信手段、
　共振器を有する受電側電磁波生成手段であって、前記共振器を用いて電磁場を生成する
受電側電磁場生成手段、
　前記周波数情報に基づき、前記共振器の共振周波数を切り換える受電側共振周波数切り
換え手段、
　を有すること、
　を特徴とする受電装置。
【請求項６】
　送電装置及び受電装置を用いて、送電装置から受電装置に対して電力を供給する電力供
給方法であって、
　前記送電装置は、電力の供給対象となる受電装置が所定の範囲内に存在するか否かを探
索するための探索波を発信し、
　前記受電装置は、前記探索波を受信すると、当該受電装置を特定する特定情報を送信し
、
　前記送電装置は、前記特定情報を受信すると、前記特定情報に基づき、当該特定情報に
対応する受電装置が電力の供給対象であるか否かを判断し、
　前記送電装置は、電力の供給対象であると判断した受電装置に対して、電力を送信する
ための電磁場に共振する共振周波数を示す周波数情報を送信し、
　前記送電装置は、前記周波数情報に基づき、自らが有する共振器の共振周波数を切り換
え、
　前記受電装置は、前記周波数情報を受信すると、前記周波数情報に基づき、自らが有す
る共振器の共振周波数を切り換え、
　前記送電装置は、前記共振器を用いて電磁場を生成し、
　前記受電装置は、前記共振器を用いて電磁場を生成すること、
　を特徴とする電力供給方法。
【請求項７】
　請求項６に係る電力供給方法において、さらに、
　前記送電装置は、前記周波数情報が示す共振周波数に共振する前記共振器を用いて試験
電磁場を生成し、
　前記送電装置は、前記試験電磁場を生成するための出力に基づいて、前記試験電磁場に
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共振する対象が存在するか否かを判断し、
　前記送電装置は、前記試験電磁場に共振する対象が存在しない場合に、前記電磁場を生
成すること、
　を特徴とする電力供給方法。
【請求項８】
　送電装置から受電装置に対して電力を送電する送電方法であって、
　前記送電装置は、
　電力の供給対象となる受電装置が所定の範囲内に存在するか否かを探索するための探索
波を発信し、
　前記受電装置から当該受電装置を特定する特定情報を受信すると、前記特定情報に基づ
き、当該特定情報に対応する受電装置が電力の供給対象であるか否かを判断し、
　電力の供給対象であると判断した受電装置に対して、電力を送信するための電磁場に共
振する共振周波数を示す周波数情報を送信し、
　前記周波数情報に基づき、自らが有する共振器の共振周波数を切り換え、
　前記共振器を用いて電磁場を生成すること、
　を特徴とする送電方法。
【請求項９】
　請求項８に係る送電方法において、さらに、
　前記送電装置は、
　前記周波数情報が示す共振周波数に共振する前記共振器を用いて試験電磁場を生成し、
　前記試験電磁場を生成するための出力に基づいて、前記試験電磁場に共振する対象が存
在するか否かを判断し、
　前記試験電磁場に共振する対象が存在しない場合に、前記電磁場を生成すること、
　を特徴とする送電方法。
【請求項１０】
　受電装置が送電装置から電力に供給を受ける受電方法であって、
　前記受電装置は、
　電力の供給対象となる受電装置が所定の範囲内に存在するか否かを探索するための探索
波を受信し、
　当該受電装置を特定する特定情報を送信し、
　前記送電装置が電力を送信するための電磁波である送電電磁波の周波数を示す周波数情
報を受信し、
　前記周波数情報に基づき、自らが有する共振器の共振周波数を切り換え、
　前記共振器を用いて電磁場を生成すること、
　を特徴とする受電方法。
【請求項１１】
　送電装置から受電装置に対して電力を供給する電力供給システムであって、
　前記送電装置は、
　前記受電装置に対して、電力を送信するための電磁場に共振する共振周波数を示す周波
数情報を送信する周波数情報送信手段、
　共振器を有する送電側電磁場生成手段であって、前記共振器を用いて電磁場を生成する
送電側電磁場生成手段、
　前記周波数情報に基づき、前記共振器の共振周波数を切り換える送電側共振周波数切り
換え手段、
　を有し、
　前記受電装置は、
　前記周波数情報を受信する周波数情報受信手段、
　共振器を有する受電側電磁波生成手段であって、前記共振器を用いて電磁場を生成する
受電側電磁場生成手段、
　前記周波数情報に基づき、前記共振器の共振周波数を切り換える受電側共振周波数切り
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換え手段、
　を有すること、
　を特徴とする電力供給システム。
【請求項１２】
　送電装置及び受電装置を用いて、送電装置から受電装置に対して電力を供給する電力供
給方法であって、
　前記送電装置は、前記受電装置に対して、電力を送信するための電磁場に共振する共振
周波数を示す周波数情報を送信し、
　前記送電装置は、前記周波数情報に基づき、自らが有する共振器の共振周波数を切り換
え、
　前記受電装置は、前記周波数情報を受信すると、前記周波数情報に基づき、自らが有す
る共振器の共振周波数を切り換え、
　前記送電装置は、前記共振器を用いて電磁場を生成し、
　前記受電装置は、前記共振器を用いて電磁場を生成すること、
　を特徴とする電力供給方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、他の機器に電力を供給する電力供給システムに関し、特に、機器に対して選
択的に電力を供給するものに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の電力供給装置としては、電力を電磁波を用いて無線伝送する電力供給システム１
００がある。電力供給システム１００は、電磁波の共鳴を利用して電力を送電するもので
ある。電力供給システム１００の構成の概略を図９に示す。
　電力送電システム１００は、交流電源１０１、コイル１０３、コイル１０５、及び白熱
灯１０７を有している。
　交流電源１０１は、コルピッツ発振回路であり、持続したに交流を発生する。コイル１
０３及びコイル１０５は、銅線により形成されている。コイル１０３及びコイル１０５は
、両者ともコイルの半径が約３０ｃｍである。コイル１０３及びコイル１０５は、ＬＣ共
振器として機能する。ここで、コイル１０３及びコイル１０５には、外付けのキャパシタ
が存在しないが、寄生容量を形成すべく、銅線の直径を６ｍｍとしている。
　コイル１０３の単体としての共鳴特性は、共振周波数が約１０ＭＨｚ、理論Ｑ値が約２
３００、測定されたＱ値が約９５０である。コイル１０５についても、コイル１０３と同
様である。なお、コイル１０３とコイル１０５との間のコイル間距離Ｌは、約２００ｃｍ
である。
【０００３】
　このように、交流電源１０１、コイル１０３、コイル１０５、及び白熱灯１０７を配置
し、交流電源１０１を用いて電流を流す。これにより、交流電源１０１とコイル１０３と
の間の電磁誘導によって、コイル１０３に電磁誘導電流が流れる。そして、電磁誘導電流
によって、コイル１０３の周辺には磁場が形成される。コイル１０５には、地場共鳴によ
って、所定の電流が流れる。そして、コイル１０５と白熱灯１０７とコイル１０５との間
の電磁誘導によって、白熱灯１０７に電磁誘導電流が流れて、交流電源１０１から離れて
配置されている白熱灯１０７を点灯させることができる。つまり、電力供給システム１０
０は、遠隔での電力の送信を可能とする。
【非特許文献１】Marin Soljacic et. al., 「電力を無線伝送する技術を開発／実験で６
０Ｗの電球を点灯」, 日経エレクトロニクス, 3.12.2007, p.117 -p.128
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　しかしながら、前述の電力供給装置１００には、以下に示す改善すべき点があった。電
力供給装置１００は、電磁波によって生成される磁場の共振を利用する。一般的に、ある
物体の共振周波数は、その物体に特有のものとして決まっている。したがって、電力送信
に用いる磁場の共振周波数と、偶然にも同じ共振周波数を有する物体が存在する可能性が
ある。この場合、本来電力を供給するつもりがない物体に電力が供給されてしまし、場合
によっては、その物体を加熱することになり危険である、という改善すべき点がある。
　そこで、本発明は、機器に対して選択的に電力を供給する電力供給システムを提供する
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　以下に、課題を解決するための手段及び本発明の効果を示す。
　本発明に係る電力供給システム及び電力供給方法では、前記送電装置は、電力の供給対
象となる受電装置が所定の範囲内に存在するか否かを探索するための探索波を発信し、前
記受電装置は、前記探索波を受信すると、当該受電装置を特定する特定情報を送信し、前
記送電装置は、前記特定情報を受信すると、前記特定情報に基づき、当該特定情報に対応
する受電装置が電力の供給対象であるか否かを判断し、前記送電装置は、電力の供給対象
であると判断した受電装置に対して、電力を送信するための電磁場に共振する共振周波数
を示す周波数情報を送信し、前記送電装置は、前記周波数情報に基づき、自らが有する共
振器の共振周波数を切り換え、前記受電装置は、前記周波数情報を受信すると、前記周波
数情報に基づき、自らが有する共振器の共振周波数を切り換え、前記送電装置は、前記共
振器を用いて電磁場を生成し、前記受電装置は、前記共振器を用いて電磁場を生成する。
　これにより、送電しようとする受電装置に電力を供給することができる。
【０００６】
　　本発明に係る電力供給システム及び電力供給方法では、さらに、前記送電装置は、前
記周波数情報が示す共振周波数に共振する前記共振器を用いて試験電磁場を生成し、前記
送電装置は、前記試験電磁場を生成するための出力に基づいて、前記試験電磁場に共振す
る対象が存在するか否かを判断し、前記送電装置は、前記試験電磁場に共振する対象が存
在しない場合に、前記電磁場を生成する。
　これにより、送電しようとする受電装置にのみ電力を供給することができる。
　本発明に係る送電装置及び送電方法では、前記送電装置は、電力の供給対象となる受電
装置が所定の範囲内に存在するか否かを探索するための探索波を発信し、前記受電装置か
ら当該受電装置を特定する特定情報を受信すると、前記特定情報に基づき、当該特定情報
に対応する受電装置が電力の供給対象であるか否かを判断し、電力の供給対象であると判
断した受電装置に対して、電力を送信するための電磁場に共振する共振周波数を示す周波
数情報を送信し、前記周波数情報に基づき、自らが有する共振器の共振周波数を切り換え
、
　前記共振器を用いて電磁場を生成する。
　これにより、送電しようとする受電装置に電力を供給することができる。
【０００７】
　本発明に係る送電装置及び送電方法では、さらに、前記送電装置は、前記周波数情報が
示す共振周波数に共振する前記共振器を用いて試験電磁場を生成し、前記試験電磁場を生
成するための出力に基づいて、前記試験電磁場に共振する対象が存在するか否かを判断し
、前記試験電磁場に共振する対象が存在しない場合に、前記電磁場を生成する。
　これにより、送電しようとする受電装置にのみ、電力を供給することができる。
　本発明に係る受電装置及び受電方法では、前記受電装置は、電力の供給対象となる受電
装置が所定の範囲内に存在するか否かを探索するための探索波を受信し、当該受電装置を
特定する特定情報を送信し、前記送電装置が電力を送信するための電磁波である送電電磁
波の周波数を示す周波数情報を受信し、前記周波数情報に基づき、自らが有する共振器の
共振周波数を切り換え、前記共振器を用いて電磁場を生成する。
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　これにより、受電しようとする受電装置は電力の供給を受けることができる。
【０００８】
　本発明に係る受電装置及び受電方法は、前記送電装置は、前記受電装置に対して、電力
を送信するための電磁場に共振する共振周波数を示す周波数情報を送信し、前記送電装置
は、前記周波数情報に基づき、自らが有する共振器の共振周波数を切り換え、前記受電装
置は、前記周波数情報を受信すると、前記周波数情報に基づき、自らが有する共振器の共
振周波数を切り換え、前記送電装置は、前記共振器を用いて電磁場を生成し、前記受電装
置は、前記共振器を用いて電磁場を生成する。
　これにより、送電しようとする受電装置に電力を供給することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下に、実施例により、本発明をより具体的に説明する。ただし、以下の実施例は、本
発明を具体的に説明のためのものであり、本発明を実施例に限定するものではない。
【実施例１】
【００１０】
　以下において、本発明を具体的に説明する。なお、以下に示す実施例は、本発明を具体
的に説明するためのものであり、本発明を実施例の範囲に限定するものではない。
第一　電力供給システムの概要
　本発明に係る電力供給システム１の機能を図１に示す機能ブロック図を用いて説明する
。電力供給システム１は、送電装置２１及び受電装置３１を有している。電力供給システ
ム１は、送電装置２１から受電装置３１に対して電力を供給する。
　送電装置２１は、探索波発信手段Ｍ２０１、特定情報受信手段Ｍ２０３、供給対象判断
手段Ｍ２０５、周波数情報送信手段Ｍ２０７、送電側電磁場生成手段Ｍ２０９、送電側共
振周波数切り換え手段Ｍ２１１、試験電磁場生成手段Ｍ２１３、及び共振対象判断手段Ｍ
２１５を有している。
　探索波発信手段Ｍ２０１は、電力の供給対象となる受電装置が所定の範囲内に存在する
か否かを探索するための探索波を発信する。特定情報受信手段Ｍ２０３は、前記受電装置
から当該受電装置を特定する特定情報を受信する。
　供給対象判断手段Ｍ２０５は、前記特定情報に基づき、当該特定情報に対応する受電装
置が電力の供給対象であるか否かを判断する。周波数情報送信手段Ｍ２０７は、電力の供
給対象であると判断した受電装置に対して、電力を送信するための電磁場に共振する共振
周波数を示す周波数情報を送信する。
【００１１】
　送電側電磁場生成手段Ｍ２０９は、共振器を有する送電側電磁場生成手段であって、前
記共振器を用いて電磁場を生成する。また、送電側電磁場生成手段Ｍ２０９は、さらに、
前記試験電磁場に共振する対象が存在しない場合に、前記電磁場を生成する。
　送電側共振周波数切り換え手段Ｍ２１１は、前記周波数情報に基づき、前記共振器の共
振周波数を切り換える。試験電磁場生成手段Ｍ２１３は、共振器を有する試験電磁場生成
手段であって、前記周波数情報が示す共振周波数に共振する前記共振器を用いて試験電磁
場を生成する。共振対象判断手段Ｍ２１５は、前記試験電磁場を生成するための出力に基
づいて、前記試験電磁場に共振する対象が存在するか否かを判断する。
　一方、受電装置３１は、探索波受信手段Ｍ３０１、特定情報送信手段Ｍ３０３、周波数
情報受信手段Ｍ３０７、受電側電磁場生成手段Ｍ３０９、及び受電側共振周波数切り換え
手段Ｍ３１１を有している。
【００１２】
　探索波受信手段Ｍ３０１は、前記探索波を受信する。特定情報送信手段Ｍ３０３は、前
記特定情報を送信する。周波数情報受信手段Ｍ３０７は、前記周波数情報を受信する。
　受電側電磁場生成手段Ｍ３０９は、共振器を有する受電側電磁場生成手段であって、前
記共振器を用いて電磁場を生成する。受電側共振周波数切り換え手段Ｍ３１１は、前記周
波数情報に基づき、前記共振器の共振周波数を切り換える。
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　これにより、送電しようとする受電装置にのみ電力を供給することができる。
【００１３】
第二　ハードウェア構成
１．電力供給システム１のハードウェア構成
　電力供給システム１のハードウェア構成を図２に示す。電力供給システム１は、送電装
置２１及び受電装置３１を有している。送電装置２１は、受電装置に対して電力を供給す
る。受電装置３１は、送電装置２１から送信された電力を受電する。
　なお、送電装置２１から受電装置３１への電力の供給に際しては、電磁場の共鳴を利用
している。
【００１４】
２．送電装置２１のハードウェア構成
　送電装置２１のハードウェア構成を図３に基づき説明する。送電装置２１は、制御回路
２１１、メモリ２１２、送電回路２１３、及び通信回路２１７を有している。
　制御回路２１１は、送電回路２１３による電磁波の送信、通信回路２１７による無線通
信等の制御を行う。メモリ２１２は、一時的な各種データの保持、及び電力供給対象デー
タベース（以下、電力供給対象ＤＢとする。）を記録保持する。なお、電力供給対象ＤＢ
については後述する。
　送電回路２１３は、共振器２１５を有している。送電回路２１３は、電磁波が形成する
磁場の共振を用いて受電装置３１の受電回路３１５（後述）との間で電力の送信を行う。
磁波を用いて電力を送信する技術としては、例えば、図９に示すものがある。
　通信回路２１７は、受電装置３１との間で無線通信を介してデータの送受信を行う。
【００１５】
３．受電装置３１のハードウェア構成
　受電装置３１のハードウェア構成を図４に基づき説明する。受電装置３１は、制御回路
３１１、メモリ３１２、受電回路３１３、及び通信回路３１７を有している。
　制御回路３１１は、受電回路３１３による電磁波の受信、通信回路３１５による無線通
信等の制御を行う。メモリ３１２は、一時的な各種データの保持、及び受電装置３１を一
意に特定する受電装置ＩＤを記録保持する。
　受電回路３１３は、共振３１５を有している。受電回路２１３は、電磁波が形成する磁
場の共振を用いて送電装置２１の送電回路２１５との間で電力の送信を行う。磁波を用い
て電力を送信する技術としては、例えば、図９に示すものがある。
　通信回路３１７は、送電装置２１との間で無線通信を介したデータの送受信を行う。
【００１６】
第三　電力供給対象ＤＢ
　送電装置２１のメモリ２１２が有する電力供給対象ＤＢを図５を用いて説明する。電力
供給対象ＤＢは、送電装置２１が電力を供給する受電装置３１を、給電の条件と対応づけ
て記録したデータベースである。
　電力供給対象ＤＢは、受電装置列Ｃ５０１、条件列Ｃ５０３を有している。受電装置列
Ｃ５０１には、各受電装置３１を一意に特定する受電装置ＩＤが記述される。条件列Ｃ５
０３には、受電装置列Ｃ５０１に記述された受電装置３１に電力を供給する際の条件が記
述される。
　例えば、図５における受電装置ＩＤ「０００１」、「０００２」、「０００６」の受電
装置は、グループ「クライアントＡ」に属し、電力供給対象として「クライアントＡ」が
選択された場合に、電力供給対象装置となる。なお、電力供給対象の設定については、後
述する。
【００１７】
第四　電力供給システム１の動作
　以下において、電力供給システム１の動作について説明する。
１．電力供給対象の事前設定
　電力供給システム１の使用者は、当該電力供給システム１を用いて電力を供給する前に
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、送電装置２１の使用者は、以下の電力供給対象の設定を行う必要がある。送電装置２１
の使用者は、送電装置２１の初期設定を行う設定装置を用いて、電力供給対象の設定を行
う。
　送電装置２１の使用者は、電力供給対象の設定にあたって、図６に示すような電力供給
対象設定画面を用いる。電力供給対象設定画面において、送電装置２１の使用者は、電力
供給対象となる受電装置が属するグループをグループ設定欄Ｃ６０１で設定し、設定ボタ
ンＢ６０１を選択する。
　設定装置は、設定されたグループ設定欄Ｃ６０１の値を電力供給対象情報として、無線
通信を介して送電装置２１に送信する。送電装置２１は電力供給対象情報を受信すると、
送電装置２１のメモリ２１２へ記憶保持する。
【００１８】
２．送電装置２１及び受電装置３１の動作
　電力供給システム１の電力供給処理について図７に示すフローチャートを用いて説明す
る。
　送電装置２１の制御回路２１１は、送電回路２１３が生成する磁場による電力送信可能
領域に受電装置３１が存在するか否かを判断するためのサーチ用電波を通信回路２１７を
介して送信する（Ｓ７０１）。なお、サーチ用電波の周波数としては１２０５ＭＨｚを使
用する。
　送電装置２１の周辺に存在する受電装置３１の制御回路３１１は、通信回路３１７を介
してサーチ用電波を受信すると（Ｓ８０１）、通信回路３１７を介して応答電波を送信す
る（Ｓ８０３）。受電装置３１は、応答電波を送信する際に、自己を一意に特定する受電
装置ＩＤを含む応答情報を送信する。
　送電装置２１の制御回路２１１は、通信回路２１７を介して応答電波を受信すると（Ｓ
７０３）、応答情報に含まれる受電装置ＩＤを抽出する（Ｓ７０５）。制御回路２１１は
、抽出した受電装置ＩＤに対応する条件情報を電力供給対象ＤＢから取得する（Ｓ７０７
）。制御回路２１１は、電力供給対象ＤＢから取得した条件情報の値が及びメモリ１１２
に記憶している電力供給対象情報と等しいか否かを判断する（Ｓ７０９）。
　制御回路２１１は、電力供給対象ＤＢから取得した条件情報の値が及びメモリ１１２に
記憶している電力供給対象情報と等しいと判断すると、誤給電防止処理を実行する（Ｓ７
１１）。なお、誤給電防止処理については後述する。
【００１９】
　ＣＰＵ１１１は、誤給電防止処理が終了すると、電力供給対象である受電装置３１に対
して給電用磁場の共振周波数を事前に通知する事前通知電波を通信回路２１７を介して送
信する（Ｓ７１３）。なお、ＣＰＵ１１１は、事前通知電波に、給電用磁場の共振周波数
を示す給電周波数情報を含めて送信する。
　また、事前通知電波の送受信に際しては、指定機器のみが給電用磁場の共振周波数を知
ることができるように、送電装置１と各機器との間で予め定められた暗号化処理を施して
おく。送電装置１と各機器との間での暗号化処理については、従来から用いられている通
信技術を用いる。
　受電装置３１の制御回路３１１は、通信回路３１７を介して、事前通知電波を受信する
と（Ｓ８０５）、給電周波数情報を抽出する（Ｓ８０７）。制御回路３１１は、給電周波
数情報から給電用磁場の共振周波数を抽出し、受電回路３１３の共振回路３１５の周波数
を給電用磁場の共振周波数にセットする（Ｓ８０９）。
　なお、電力供給対象である受電装置３１以外の受電装置３１は、事前通知電波を受信し
たとしても、暗号化処理を解除できないため、事前通知電波を知ることはできない。
　送電装置２１の制御回路２１１は、事前通知電波を送信してから所定時間が経過したと
判断する値（Ｓ７１５）、共振器２１５を用いて送電側の磁場を生成する（Ｓ７１７）。
　受電装置３１の制御回路３１１は、共振器３１５を介した磁場共鳴によって受電回路３
１５に電流を生成する。このように、受電装置３１は、送電装置２１から電力を受信する
ことができる（Ｓ８１１）。
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【００２０】
３．誤給電防止処理
　次に、送電装置２１の制御回路２１１が実行する誤給電防止処理について、図８を用い
て説明する。制御回路２１１は、これから受電装置３１に対して電力を送信するための磁
場を生成する前に、共振器２１５を用いて試験的に同じ磁場（以下、試験磁場とする）を
所定の出力で生成する（Ｓ９０１）。制御回路２１１は、試験磁場の生成に必要な出力電
圧を、当該試験磁場を生成している間中、検知する（Ｓ９０３）。制御回路２１１は、試
験用磁場の出力に所定以上の変化があるか否かを判断する（Ｓ９０５）。
　制御回路２１１は、所定以上の出力の変化があると判断すると、現在の試験用磁場では
、意図しない物質での共振が発生していると判断し、試験用磁場を生成する共振器２１５
の共振周波数を変更する（Ｓ９０７）。
　制御回路２１１は、変更した共振周波数を有する共振器２１５を用いて、ステップＳ９
０１～ステップＳ９０７までの処理を実行する。
　このように、実際に給電用磁場を生成する前に、試験用磁場を生成することによって、
共振によって電力を意図せず供給してしまう受電装置３１以外の対象の存在の有無を判断
することができる。
【００２１】
［その他の実施形態］
（１）磁場共鳴
　前述の実施例１においては、磁場共鳴によって電力を供給するものとしたが、所定の電
力を供給できるのであれば、磁場に電場が加わった電磁場であってもよい。通常、電場を
用いた電力供給は、伝送効率を低下させるが、伝送効率が低下しても所定の電力を提供で
きる場合には、電磁場を用いて電力を供給するようにしてもよい。
（２）電力供給対象ＤＢ
　前述の実施例１においては、電力を供給する受電装置か否かの判断を電力供給対象ＤＢ
を用いて行うとしたが、電力を供給する受電装置か否かの判断を行えるものであれば、例
示のものに限定されない。例えば、電力供給を行う都度、受電装置ＩＤを登録するように
してもよい。
（３）制御回路２１１、３１１
　前述の実施例１においては、ハードウェア回路である制御回路２１１、３１１を用いて
図７及び図８の処理を行うとしたが、図７及び図８の処理を行えるものであれば、例示の
ものに限定されない。例えば、汎用ＣＰＵをプログラムによって動作させて、図７及び図
８の処理を行うようにしても良い。
【００２２】
（４）送電回路２１３及び通信回路２１７
　前述の実施例１においては、送電装置２１は、送電回路２１３に加えて通信回路２１７
を有することとしたが、サーチ用電波、事前通知電波の送信をできるものであれば、例示
のものに限定されない。例えば、電力供給効率を上昇させるために送電回路２１３が生成
する磁場に高周波変調を加える際に、当該高周波をキャリア波として、より低速のサーチ
用電波、事前通知電波を送信する。この場合、送電回路２１３に加えて、無線変調回路を
設けるようにすればよい。また、送電制御回路を設け、送電の切り換えや送電量の調整を
行うようにしてもよい。受電装置３１の受電回路３１３についても同様である。
（５）受電装置の探索
　前述の実施例１においては、サーチ用電波を用いて、受電対象となる受電装置を探索し
たが、予め所定の種類の電波若しくは所定の周波数の電波等の情報伝送手段を決めておき
、当該伝送手段の送受信が可能な送電装置と受電装置との間で電力の供給を行えるように
してもよい。
【産業上の利用可能性】
【００２３】
　本発明に係る電力供給装置は、離れた位置にある所定の機器に対して電力を供給するシ
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ステムに利用することができる。例えば、会議において各人が有する携帯電話に電力を供
給するシステムに用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明に係る電力供給システム１の機能ブロック図である。
【図２】本発明に係る電力供給システム１のハードウェア構成を示す図である。
【図３】図２における送電装置２１のハードウェア構成を示す図である。
【図４】図２における受電装置３１のハードウェア構成を示す図である。
【図５】電力供給対象ＤＢを示す図である。
【図６】設定画面を示す図である。
【図７】電力供給システム１の動作を示すフローチャートである。
【図８】誤給電防止処理を示すフローチャートである。
【図９】従来の電力供給システム１を説明する図である。
【符号の説明】
【００２５】
　　１・・・・・電力供給システム
　２１・・・・・送電装置
２１１・・・・・制御回路
２１５・・・・・共振器
　３１・・・・・受電装置
３１１・・・・・制御回路
３１５・・・・・共振器
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